様式第３号（第８条関係）
年　　月　　日

建築基準法の適合状況調査結果報告書（申請用）

三木町長　殿
確認実施者　氏名　　　　　　　　　　　　㊞　　
住所　　　　　　　　　　　　　　　
資格（　　　）級建築士　　　　　　
登録番号（　　　）登録第（　　　）号　

事務所名　　　　　　　　　　　　　　　
連絡先　　　　　　　　　　　　　　　

　対象空き家に関する建築基準法の適合状況について、以下のとおり報告します。不適合となった事項については、下記の方法により、工事完了時までに是正いたします。なお、報告内容については、現地と照合しており、事実に相違ないことを申し上げます。

記
１　対象空き家について
	利活用後の用途
	□住宅（□一戸建ての住宅、□併用住宅）
□事業所：詳細用途（　　　　　　　　　　　　　　　　）

	空き家の所在地
	〒


	建築時期
	　　　　　年　　　　月建築



２　主な規定の適合状況について
※建築基準法に基づく主な規定（都市計画区域外の地域は、第20条の規定のみ確認すること）
	第２０条　構造耐力
	□　適合　□　不適合　□　既存不適格
　　□(1)昭和56年6月1日以降に工事に着手した住宅
　　□(2)耐震診断結果、耐震性あり
　　　　 →住宅耐震補助の活用　□有　□無
　　□(3)耐震改修により耐震性を確保済
　　　　 →住宅耐震補助の活用　□有　□無
　　□(4)耐震性不明

	第４３条　敷地等と道路との関係
	□　適合　□　不適合　□　既存不適格

	第４４条　道路内の建築制限
	□　適合　□　不適合　□　既存不適格

	第５２条　容積率
	□　適合　□　不適合　□　既存不適格

	第５３条　建ぺい率
	□　適合　□　不適合　□　既存不適格

	第５５条　建築物の高さ
	□　適合　□　不適合　□　既存不適格

	第５６条　建築物の各部分の高さ
	□　適合　□　不適合　□　既存不適格



３　不適合箇所の是正方法について
	不適合の場合
の是正方法
	


※添付書類
１　「２　主な規定の適合状況について」の各規定において、適合となることが証明できる書類またはその写し
２　補強設計が適切であることが分かる書類（例：補強計画計算書、耐震改修工事の内容が確認できる図面等）（「空き家活用型事業所整備補助事業」を申請する場合で、かつ、耐震改修工事（簡易耐震改修工事を含む）を実施し、その費用を補助対象経費に含める場合に限る。）
３　その他町長が必要と認める書類
